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訴訟の係属中に破産手続開始の申立てがされた場合において免責の許否を条件とする
判決がされた事例

事実の概要

　本件は、横断歩道を歩行中であったＸがＹの
運転する自動車と接触した事故（以下「本件事故」
という）により受傷したとして、ＸがＹを相手取っ
て不法行為に基づく損害賠償請求の訴えを提起し
た事案である（以下、上記訴えに係る訴訟を「本件
訴訟」という）。本件事故時（令和 2年 11 月 18 日）、
Ｙは運転免許停止中であった。
　Ｙは、本件訴訟の係属中であった令和 6 年 1
月 11 日、破産手続開始の申立てをすると同時に
免責の許可を求めた（上記申立てに係る破産手続は、
本件訴訟の口頭弁論終結時、判決言渡時のいずれに
おいても開始されていない）。
　本件訴訟において、Ｙは、ＸのＹに対する損害
賠償債権（以下「本件債権」という）は、破産手続
において免責許可決定が確定したときは同決定の
効力により免責されるべきものであると主張し
た。これに対して、Ｘは、本件債権は、故意また
は重大な過失により加えた人の身体を害する不法
行為に基づく損害賠償請求権であり、破産法 253
条 1 項 3 号の非免責債権に該当すると主張した。
また、ＸとＹは、本件においては、免責の判断を
待つまでもなく、次のような主文を言い渡すこと
が可能かつ相当であるとする、受訴裁判所の見解
に対して同意した。
　「ア　非免責債権に該当するとの判断をした場
合　通常の給付判決
　イ　非免責債権に該当しないとの判断をした場

合　現在申し立てている破産申立事件において、
免責が許可されないことを条件とする給付判決及
び免責許可決定が確定した場合に給付保持力の範
囲を確認する確認判決」

判決の要旨

　一部認容、一部棄却。
　本判決は、要旨、本件債権は非免責債権に該当
せず、したがって、上記「イ」の場合に該当する
として、Ｘの請求は、「名古屋地方裁判所令和＊
年（フ）第＊号破産申立事件において、Ｙに対し、
免責が許可されないことが確定したときは、民法
709 条に基づき 231 万 1832 円及びこれに対する
不法行為の日である令和 2年 11 月 18 日から支
払済みまで年 3パーセントの割合による遅延損
害金の支払を求める限度で」、「同破産申立事件に
おいて、Ｙに対する免責許可決定が確定したとき
は、Ｘが、本件事故によって発生した、Ｙに対す
る民法 709 条に基づく損害賠償請求権に基づき、
Ｙから 231 万 1832 円及びこれに対する令和 2年
11 月 18 日から同免責許可決定が確定する日の前
日まで年 3パーセントの割合による金員を受領
する権利を有することを確認する限度で」理由が
あるとして、Ｘの請求を一部認容する判決を言い
渡した。
　本判決は、本件訴訟においてかかる判決をする
ことができる理由について、大要、次のように述
べる。(1) 受訴裁判所は、被告に破産管財人が選
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任されたことや中止命令がなされたこと等が判明
した場合を除き、単に破産申立てがなされたとい
う段階であれば、本案の判断をすることが可能
である、(2) 非免責債権に該当しない破産債権は、
免責許可決定の確定により、債権の効力のうち給
付保持力のみが認められる、いわゆる自然債務に
なると解されることからすると、給付の訴えに対
して免責の問題が出た場合には、質的一部認容と
して、免責が許可されないことが確定することを
条件とする給付判決と免責許可決定が確定するこ
とを条件とする給付保持力の範囲を確認する確認
判決をすることができると解される、(3) 上記の
ような確認判決をすることは確認の利益との関係
で問題となりうるが、自然人の破産の場合、特段
の意思表示がなければ、免責の問題が生じること
は法律上確実になっており、被告は特段の意思表
示をしていないから、何らかの免責に関する判断
がなされることを前提とした判断を行うことも許
容される、(4) これらを踏まえると、債務者が破
産の申立てをし、免責の問題が法律上現実化して
いる段階では、免責の判断を待つまでもなく、㋐
裁判所が非免責債権に該当するとの判断をした場
合においては、通常の給付判決を言い渡し、㋑非
免責債権に該当しないとの判断をした場合におい
ては、現在申し立てている破産申立事件において
免責が許可されないことを条件とする給付判決
と、免責許可決定が確定した場合に給付保持力の
範囲を確認する確認判決とを言い渡すことが可能
かつ相当である。

判例の解説

　一　はじめに
　本判決は、交通人身事故を原因とする損害賠償
請求訴訟の係属中に被告が破産手続開始の申立て
と免責許可の申立てをし、未だ破産手続が開始さ
れていないという状況下においてなされた判決で
あり、将来の破産免責の有無に応じた 2通りの
内容――当該破産申立事件において免責が許可さ
れないことを条件とする給付判決と、免責許可決
定が確定した場合の給付保持力の範囲を確認する
確認判決――から成る。
　本件のように、給付訴訟の係属中に被告が破産
申立てをしたことにより、近い将来において破産
手続の開始による訴訟手続の中断や、破産免責に

よる訴訟物たる給付請求権への影響が見込まれる
ケースにおいて、受訴裁判所が破産手続と無関係
に訴訟手続を進行させることの当否については議
論があるところ、本判決は、上記判決の要旨に掲
げた理由等から、免責の判断を待つことなく、上
記のような内容の判決をすることが可能かつ相当
であるとの見解の下、当事者の同意を得てこれを
言い渡したものとして、事例的意義を有する。ま
た、本判決は、かかる判決をするための前提問題
として、本件債権の非免責債権該当性について審
理した上で、これを否定する判断を示しており、
この点でも事例的意義を有する１）。

　二　破産手続の開始と訴訟手続への影響
　破産法44条 1項は、破産手続開始の決定があっ
たときは、破産者を当事者とする破産財団に関す
る訴訟手続は中断する旨を定める。上記にいう「破
産財団に関する訴訟」には、大別して、破産財団
帰属の財産に関する訴訟と破産債権に関する訴
訟とがあり、本件訴訟は後者に当たる（破 2条 5
項参照）。したがって、同規定により、破産手続
開始決定時（破 30 条 2 項参照）に訴訟手続は中断
し２）、以降、中断中は、裁判所も当事者も訴訟行
為をすることができない。ただし、既に弁論が終
結している場合に判決の言渡しをすることは、法
が定める例外として許される（民訴 132 条 1 項参
照）。
　本件事案は、上記とは異なり、未だ破産手続が
開始されていない段階にとどまるから、他に中断・
中止事由がある場合を除き３）、受訴裁判所が弁論
を終結して、判決を言い渡すことは妨げられない
と考えられる。もっとも、受訴裁判所が破産手続
の帰趨とは無関係に単純な給付判決をしても、そ
の後、債務者について免責許可決定が確定した場
合には、債務者において破産免責を異議事由とす
る請求異議の訴えを提起する一方、債権者におい
て非免責債権該当性を理由にこれを争うなど、当
該給付判決に基づく強制執行の許否をめぐって再
び訴訟追行の負担を強いられるという問題を生じ
うる。他方で、受訴裁判所が破産手続の帰趨を待っ
た上で、ⓐ破産免責がされなかった場合には原告
の請求を認容し、ⓑ破産免責がされ、かつ、当該
訴訟の訴求債権が非免責債権に該当しないと認め
られる場合に原告の請求を棄却し４）、ⓒ破産免責
がされ、かつ、訴求債権が非免責債権に該当する
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と認められる場合に原告の請求を認容することと
した場合には、上記のような請求異議訴訟の発生
を回避できる反面、破産手続が長期化することが
あれば、それに伴って当事者の権利実現や被害救
済が制約されるという問題を生じうる。
　これまでの議論においては、破産申立ての段階
においては、破産手続が開始されるか否か、破産
免責がされるか否かは不確定な状況にあり、破産
裁判所の判断を先取りした上で将来免責がされる
ことを前提に訴訟手続の進行を決めることはでき
ないこと、破産手続の開始や免責の許可がされ
る可能性が高い場合でも、免責の効果は将来に向
かって効力を生じるものであるから、当該訴訟に
おいて抗弁事由となる余地はなく、却って債権者
の権利の実現を裁判所の運用で妨げる結果となる
こと等を理由として、訴訟手続を速やかに進行さ
せるべきとの考え方がある５）。これに対し、本判
決は、前記のとおり、破産手続の帰趨を待つこと
なく、将来の免責の有無に応じた 2通りの内容
から成る判決を言い渡すという形をとることに
よって、単純な給付判決を言い渡すこととした
場合に生じうる問題点と、破産手続の帰趨を待っ
て判決を言い渡すこととした場合に生じうる問
題点の双方の克服を試みたものと言えよう（かか
る判決をすることと処分権主義との関係については、
五参照）６）。

　三　免責許可決定の効力
　本判決は、当該破産申立事件において免責が許
可されないことを条件とする給付判決と、免責許
可決定が確定した場合の給付保持力の範囲を確認
する確認判決を含むが、後者の確認判決は、その
前提として、免責許可決定が確定した場合でも債
権の給付保持力は残るとする、いわゆる自然債務
説の考え方に立つ。
　免責許可決定の効力について、破産法 253 条 1
項は、破産者は、破産手続による配当を除き、原
則として、破産債権についてその「責任を免れる」
旨を定める。免責の法的性質に関しては、責任を
免れるにとどまり、債務自体はいわゆる自然債務
として残存するとする自然債務説と、債務そのも
のが消滅するとする債務消滅説とが対立するが、
上記条文の文言等から、自然債務説が通説であり、
判例もこれを前提としているとされる７）。
　自然債務説によれば、免責許可決定が確定する

と、非免責債権を除き、破産債権が有していた訴
求力や執行力は失われるが、給付保持力は残るた
め、破産債権者は破産者から任意に弁済を受ける
ことができ、不当利得とはならない。また、免責
許可決定の効力は同決定の確定時に生じ、遡及効
は認められないと解されている８）。本判決の確認
判決部分が「免責許可決定が確定したとき」とい
う将来時点における「給付保持力の範囲」を確認
する内容となっているのは、上記のような自然債
務説の考え方を前提とした上で、給付保持力の範
囲を既判力で確定することにより、将来における
不当利得をめぐる争いを未然に予防することを
意図ないし志向したものと見られよう（かかる確
認判決をすることと確認の利益との関係については、
五参照）。

　四　非免責債権該当性
　破産者につき免責許可決定が確定した場合で
も、破産法 253 条 1 項各号所定の非免責債権に
ついては免責の効果は及ばない。本件訴訟では、
運転免許停止中に自動車を運転し、横断歩道歩行
中の歩行者を看過したことによって生じた本件債
権に関して、3号該当性が争われたものであるが、
本判決は、本件事故の直接の原因は横断歩道歩行
中の原告を看過したという過失であり、自動車運
転手としての基本的な注意義務に違反するもので
あるとはいえ、重大な過失であるとまでは言い難
いこと、本件事故当時、無免許であったことによ
り本件事故が生じたり、原告の損害が増加したり
したとまでは言えないこと等を理由として、同号
該当性を否定した。
　破産法 253 条 1 項 3 号の規定は、同号所定の
損害賠償請求権については、人の生命・身体とい
う法益の重大性に照らして、その保護の必要性が
特に高いと考えられることから、現行破産法にお
いて新たに非免責債権とされたものである９）。同
号にいう「重大な過失」の解釈については、これ
までの裁判例によれば、「ほとんど故意に等しい
ような極めて著しい注意欠如、あるいは運転態様
自体が極めて危険といえるような場合に限定され
るものであり、単に過失割合が大きい、あるいは
一方的過失であるというだけで同条号が適用され
るものではないというべきである」10）とされるな
ど、故意に比肩する程度に悪質であることを要す
るとするものが多い 11）。
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　五　民事訴訟法上の論点
　本判決は、本件訴えに対して、原告の請求どお
りの単純な給付判決をするのではなく、前記のよ
うな一定の制約のついた判決をするものである
ことから、処分権主義（民訴 246 条参照）との関
係が問題となりうる。本件のように、かかる判決
をすることにつき両当事者の同意があるケースで
は、当該同意により、かかる判決をすることが原
告の申立事項に含まれることが明確になってい
る、あるいは当該同意により黙示的な訴えの変更
（および被告の異議なき応訴）があったと見ること
によって問題は解消されると考えられるが、本件
とは異なり、かかる判決をすることにつき原告の
同意がないケースでは、原告の合理的意思解釈と
して、（判決の基準時の法律関係を前提とすれば単純
な給付判決を得られるにもかかわらず、なお）かか
る判決を求める意思が認められる必要があろう。
　また、本判決は確認判決を含むことから、当該
確認判決をする必要性ないし正当性（確認の利益）
も問題となりうる。本件のように、かかる判決を
することにつき両当事者の同意があるケースでは
問題は顕在化しないと考えることができるが 12）、
本件とは異なり、そのような同意がないケース
では、方法選択の適切性の観点（給付請求権を訴
訟物とする訴訟では給付判決をすることが原則とし
て適切であると考えられる）や、対象選択の適切性
の観点（本件訴訟の確認対象は免責許可決定確定時
の債権の給付保持力の範囲であると見られるところ、
そのような将来の法律関係は将来において現実に争
われた段階で審理・判断すれば足りると考えられる）
から問題を生じうる。方法選択の適切性や対象選
択の適切性も一切の例外を許さないものではな
く、即時確定の必要性の観点から例外的な扱いを
許容する余地はありうるが 13）、本件のように免
責の問題が法律上現実化していることをもって確
認の利益を基礎づけることについては異論もあり
えよう。破産申立てによって免責の問題が現実化
しているとしても、免責後の債務者の任意弁済と
その後の不当利得返還請求が不確実な状況におい
ては、原告の法的地位（自然債務の弁済受領権限）
に対する危険や不安は未だ現実化していないとも
見うる。

●――注
１）本判決の解説として、棚橋洋平「判批」新・判例解

説Watch　文献番号 z18817009-00-061742600（Web 版
2025 年 5 月 23 日掲載）がある。

２）ただし、いわゆる同時廃止型の場合は、破産財団が構
成されないために中断の対象となる「破産財産に関する
訴訟」は存在しないと考えられること等から、訴訟手続
は中断しないとする考え方がある（川畑正文ほか編『は
い 6民です　お答えします（倒産実務 Q&A）〔第 2版〕』
（大阪弁護士協同組合、2018 年）361 頁、伊藤眞ほか『条
解破産法〔第 3版〕』（弘文堂、2020 年）1492 頁など参照）。

３）例えば、破産法 24 条 1 項は、破産手続開始の申立て
があった場合において、必要があると認めるときは、利
害関係人の申立てまたは職権で、当該申立てにつき決定
があるまでの間、債務者の財産関係の訴訟手続等、同項
各号所定の手続の中止を命じることができる旨を定め
る。

４）給付訴訟の目的たる権利が自然債務である場合の一般
的な扱い（請求棄却）とその問題点については、滝澤孝
臣「自然債務とその訴訟法上の取扱い」銀法 643 号（2005
年）46 頁以下参照。

５）木納敏和「同時破産廃止及び免責決定と破産債権の行
使をめぐる諸問題」判タ 885 号（1995 年）22～23 頁参照。
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